
2018 年 06 月 13 日：平成 30 年第３回定例会（第４日）議事録 

 

◯丹下大輔議員 おはようございます。一般質問２日目を迎えました。本日のト

ップバッターを務めさせていただきます、議席番号１番、権輿会の丹下大輔でご

ざいます。 

 通告に従いまして、本市の自治会組織と活動のあり方を通じた市民社会と地

域コミュニティーにおける今後の方向性についてお尋ねいたします。 

 かつて、結、講、座、向こう三軒両隣と言われた日本のいにしえからのつなが

りを生み出す知恵と社会技術は、もろくも溶解し、急激なグローバル化とＩＴ化

の進展に伴う情報の一極集中、また中央集権構造による集中と過疎の結果、他者

とつながる力を失いつつあります。我々が目にする近年の報道でも、「人をだま

して何が悪い」「自分さえよければ」と目を覆うような社会的な犯罪と血も凍る

ような凶悪犯罪が跳梁ばっこしています。誰もが自分だけの世界に逃げ込んだ

末、社会に生じたほころびと亀裂が、何ら関係もない市民に凶器の先が向かうの

であります。これらの社会構造と事象は、本市も決して他人事ではありません。

いま一度、市民一人一人が手を取り合い、つながりを求める基盤こそ、私は自治

会組織が鍵を握ると考えます。そして、これまでも、これから先も、自治会組織

と機能の実質的な豊富化にこそ本市にとって真に安寧な地域社会の姿が生み出

されるのではないでしょうか。 

 現在、自治会は年間を通じて防災・防犯活動を初め、親睦、環境美化、福祉、

募金活動や広報活動など、広範囲にわたる活動領域と機能を担っています。市民

一人一人にとって生活を営む権利を行使する中で、本来は行政が果たすべき事

務を実質的に自治会組織が担う形態となっています。 

 ところが、本市における自治会を取り巻く環境は重大な課題に直面していま

す。平成 29年７月のデータによれば、本市は 27の地区自治会から成り、単位自

治会は 865 自治会が存在しています。加入世帯は、全７万 6,319 世帯のうち５

万 7,088 世帯、74.8％が加入。一方で、平成 19 年の自治会加入率は 84.1％と、

10年前と比較しますと加入率は約 10％の減少傾向にあります。また、島嶼部や

旧郡部では加入率は高い傾向にございますけれども、旧今治市内においては６

割から７割にとどまり、27 地区の中でも加入率にばらつきが生じています。本

市でもこの間、加入率低下の問題が取り上げられていますが、私は、加入率の低

い地区を重点的に加入促進し定量的に数値を高めれば問題解決が図られるとい

うものではない。むしろ、自治会を取り巻くリスクの予見、すなわち長期的視点

に立てば、団塊の世代が 75歳を超えて後期高齢者となり、人口構造の変動に伴

う 2025年問題を内包しています。現在、自治会を担われている自治会長の平均



年齢は高齢化し、今後の人材確保と受け皿の再構築なくして解決への道筋は語

れません。 

 他方で、現役世代に目を転じても、勤務形態の多様化による自治会活動への参

加者の減少、加えて活動が広範囲化し細分化されているため、自治会役員の日常

生活にも支障を来す負担増加、さらに行政における自治会予算削減に伴う心理

的なモチベーションと活動の低下など、社会構造の変容に伴って、課題は重層化、

複雑化していることは重く受けとめなければなりません。 

 これらの社会的に予見されるリスクと課題に対し、本市としてどう向き合う

のでしょうか。もっとも、自治会は、本来、みずからがみずからを治めるという

住民自治の理念に基づく任意団体であります。ところが、自治会が担う事業は

年々膨張の一途をたどる中、今後も自治会に地域コミュニティーの核として期

待するとするならば、当然、これらの課題について、本市はどう捉えて解決の糸

口を具体的に取り組むのかについての明確な見解と方策が必要と考えます。 

 盤石と思われるコミュニティーは、都市化の進展によるアトム化、つまり孤立

化を引き金に、時期を逸すれば一挙に崩壊することは明らかであります。今もな

お、自治会組織の存続すら危ぶむ声が高まっているのが現状であります。極大化

して言えば、自治会組織に崩壊という事態が訪れれば、これまで自治会が担って

いた機能を全て行政が担うこととなり、膨大な財政負担を要するのみならず、市

民にとっても、地域コミュニティーの居場所と出番が失われ、きずなとつながり

を喪失しかねない深刻な事態となります。これらの警鐘の声を現実的な事態に

発展させないためにも、お尋ねいたします。 

 27 地区の自治会組織、そして活動の課題、これは地区ごとに千差万別的な課

題があると推測されますが、マクロ的な視点に立脚した、自治会組織が抱える課

題の本質について、本市の見解をお示しください。 

 ２番目に、本市にとりましても、自治会の存在なくしてはコミュニティーの維

持は成立せず、平成 29 年 12 月定例会で私がただした災害時の災害対策本部と

自治会組織の連絡網体制整備を初めとする防災・減災対策や、また、平成 29年

６月定例会でも提案させていただきました地域の力を学校に生かすコミュニテ

ィ・スクールの制度導入も、国の方針で設置が努力義務化されましたが、教育の

切り口からも新たな役割を自治会組織に求めるのは時代的要請でありますが、

これらの環境の中において自治会に求める役割について本市の見解をお聞かせ

ください。 

 ３番目に、自治会役員の高齢化は著しく、加入率の減少も課題として浮き彫り

になる中、自治会が担う活動を負担軽減することも想定されるかと存じますが、

今後、自治会が担う活動内容における事業の見直しについての考えはあるのか

についても展望をお聞かせください。 



 最後に、自治会に対する交付金・補助金削減による影響についてお尋ねいたし

ます。自治会関連の交付金・補助金は、平成 26年度に 120万円、平成 28年度に

は 136万円、そして今年度、平成 30年度には 136万円と段階的に削減され、ト

ータルで 392 万円削減されました。また、地区自治会を対象とする地区自治会

運営費は１世帯当たり 12 円削減され、全体で 70 万円の削減、単位自治会を対

象とする自治会社会奉仕活動推進費も１世帯当たり 18 円削減され、全体で 100

万円が削減、環境美化推進費も１地区 7,000円減額し、全体で 18万 9,000円減

額されました。また、防犯活動推進交付金も１割削減、さらに防犯灯電気料金補

助金も１割削減し、防犯灯に要した電気料金１割は自治会の負担となっていま

す。このことは、財政健全化を目的とした事務事業見直しによる一律事業の見直

しと１割カットが要因であることは承知しています。社会情勢の変動に伴う厳

格な財政運営戦略が求められ、事務事業の見直しは当然のことながら、不断の努

力による合理化を進めることは必要と考えています。ところが、コミュニティー

の維持のために自治会が担うニーズは高まり役割も重層化と細分化する中、関

連交付金や補助金の削減は、これらのニーズに逆行し、間接的にせよ市民生活に

負担の波が押し寄せていると考えるのが妥当ではないでしょうか。 

 私の地元を取り上げて恐縮でございますが、波止浜地区は 38から成る単位自

治会で構成されています。自治会役員の皆様は、使命感と報いを求めない郷土愛

を心の支えと励みにして、地域の安心と安全を願い、日夜懸命なる活動に汗を流

し奔走されています。これは、本市 865 から成る単位自治会役員の皆様も同様

に不断のご尽力をいただいています。だからこそ、これらの財政措置は、活動を

軽視されているのではないかとの感情が芽生え、むしろモチベーションの低下

につながるのではないか。私は警鐘を鳴らしたい。財政再建は焦眉の課題であり

ます。しかし、現在の自治会役員の皆様の寛容さを盾にして、真に高まりつつあ

るふんまんさを、本市として、今こそ真正面から向き合うことが問われていると

考えます。 

 そこでお尋ねいたします。平成 26年度から５年間段階的に削減した自治会関

連交付金・補助金の結果、自治会活動に影響が出ているか否か見解をお示しくだ

さい。また、自治会関連交付金・補助金は、住民自治と生活基盤を守るためにも、

これ以上の負担をおかけすることは忍びないと考えますが、今後も削減対象と

して減額し続けるのか、今後の見通しをお聞かせください。 

 以上でございます。 

 

◯矢野雄嗣副議長 答弁を求めます。 

 

◯菅 良二市長 おはようございます。 



 丹下議員ご質問の自治会組織と活動についてのうち、１番目の自治会が抱え

る課題の本質についてと２番目、自治会に求める役割についてに関しまして、あ

わせて私からお答えさせていただきます。 

 自治会の皆様には、福祉、教育、環境、防災、防犯などさまざまな分野におい

て、行政の重要なパートナーとしての役割を担っていただいており、心から感謝

いたしております。自治会は、夏祭りや住民運動会など、地域住民の皆様の親睦、

交流を図る自主的な活動を行う、市民にとって最も身近な住民自治組織でござ

います。こうしたさまざまな活動やイベントを通じて培われる連帯感や団結心

は、予期せぬ災害時の自助、共助にもつながるものであると考えております。自

治会が抱える課題といたしましては、人口減少と少子高齢化の進展、核家族化な

ど社会情勢の変化によりまして、加入世帯が減少し、役員の高齢化による担い手

不足などの課題にもつながっているものと考えております。こうした状況にお

いて、自治会に今、求められる役割の１つは、近い将来発生が懸念される南海ト

ラフ巨大地震に備える、今治市と連携した災害に強いまちづくりへの取り組み

でございます。平成 13年３月に発生した芸予地震では、特に周辺地域において、

自治会、総代が果たした役割は非常に大きなものがございました。現在では、多

くの地域で自主防災組織が結成され、防災訓練、研修に取り組まれておりますが、

災害時における自助、共助については、自治会が日ごろから培っている地域の連

帯力が最も重要になってまいります。本市といたしましても、コミュニティーの

維持と地域防災力の強化に向けた地域の自主的な取り組みをしっかりとサポー

トしてまいりたいと考えております。 

 私自身、自治会といいますか、本当に若かったんですが、組長で上がった、と

ころが総代が病気療養ということになりまして、当面、総代代理だったんですが、

翌年から総代職といったことで、地域と密着した役割というものは十分に経験

してきたつもりであります。ですからそういった意味において、これからもそれ

ぞれの地域の守護神として、自治会の役員の皆さん、無償でお世話になっている

ことは自分自身一番よくわかっているつもりでございますが、これからも今治

市のそれぞれの隅々の地域をしっかりと守っていただける、大きな役割をとも

どもに担っていただければありがたいと願っております。 

 その他のご質問につきましては、関係理事者からお答えさせていただきます。 

 よろしくお願いします。 

 

◯片山 司市民環境部長 丹下議員ご質問の自治会組織と活動についてのうち、

３番目の今後の自治会活動における事業の見直しについてと４番目の自治会関

連交付金・補助金削減による影響について、私からお答えさせていただきます。 

 まず、３番目の今後の自治会活動における事業の見直しについてでございま



す。自治会が継続的に活動していくための支援を行っているところでございま

す。まず、自治会の加入率の向上に向けた取り組みとして、宅地建物取引業協会

や開発業者と連携し、自治会創設や加入を呼びかけ、特に、加入が低調な集合住

宅等における自治会への加入促進を図っております。 

 次に、災害対策に向けた支援といたしまして、地域で防災避難訓練にも活用で

きる、指定避難所等を記載した単位自治会区域図の作成に今年度より着手して

おります。さらに、携帯電話の活用による自治会役員への迅速な連絡体制の構築

や、愛媛県防災メールへの登録を推進し、速やかな災害情報の伝達に取り組んで

いるところでございます。 

 また、自治会業務の負担軽減についてでございますが、会長交代時の引き継ぎ

を容易にすべく、平成 29年度に自治会の手引きの全面改訂を行ったところでご

ざいますが、さらにわかりやすい情報提供に努めてまいります。また、地域で各

種行事の開催をサポートするボランティアや市民団体、ＮＰＯを自治会に紹介

するなどの支援も行っているところでございます。 

 次に、４番目の自治会関連交付金・補助金削減による影響についてでございま

す。本市は連合自治会に対し交付金を支出しており、連合自治会から 27の地区

自治会と 865 の単位自治会に対し運営費等が交付されております。自治会関連

交付金・補助金削減の影響については、自治会の運営や会費の徴収方法は、自治

会によって異なっており、現時点では意見等はいただいておりません。今後につ

きましては、地域自治力の向上のため、自治会組織は本市にとって最も重要な協

働の相手方であると考えており、社会情勢の変化に合わせ必要な活動を支援し

てまいります。平成 25年度の事務事業見直しに伴い、連合自治会への交付金も、

他団体と同様に１割を削減させていただく中で、激変緩和のため、平成 26、28、

30 年度の３回に分けて段階的に減額してまいりましたが、本市から連合自治会

への交付金削減は平成 30年度をもって終了となります。 

 以上でございます。 

 

◯矢野雄嗣副議長 以上で答弁は終わりました。 

 再質問はありませんか。 

 

◯丹下大輔議員 議長。 

 

◯矢野雄嗣副議長 丹下大輔議員。 

 

◯丹下大輔議員 市長並びに理事者の片山部長からご答弁を賜りました。先ほ

どの質問の中で、４番目の自治会に対する交付金並びに補助金の削減といった



ところに関しまして、深くお伺いする前に、それとの関連で、私の質問の中でも

お伺いしました、防犯灯電気料金補助金等に関して再質問させていただきたい

と思います。 

 今、防犯灯といいますと、市内各所にありますのがほとんどが蛍光型であると。

近年、全国的に周知されまして、また、全国的な潮流として台頭してきましたの

が、ＬＥＤの設置というものが必要性を問われているところであります。本市に

おいても、防犯灯の設置をするに当たってＬＥＤ化を進めていこうということ

で、補助金といいますか、交付金、１基当たり２万 1,000円の限度額で補助して

いるということは承知いたしております。ところが、１万数千基ぐらい、相当な

数があるというところもありますし、これを全部、蛍光をＬＥＤ化していくとい

うのが、私は全て必要性が迫られているので、そういうことを展開することも視

野に入れてもいいのではないかと思うのでありますが、このＬＥＤ化、本市、全

市内に防犯灯を転換していくお考えがあるのか否か、お聞かせいただけたらと

思います。 

 

◯片山 司市民環境部長 お答えいたします。 

 リース制度を既に導入済みの先進自治体の調査研究を引き続き行ってまいり

たいと考えております。 

 以上でございます。 

 

◯矢野雄嗣副議長 再質問はありませんか。 

 

◯丹下大輔議員 議長。 

 

◯矢野雄嗣副議長 丹下大輔議員。 

 

◯丹下大輔議員 私は、全市内でそういうことを検討してもいいのではないか

ということで、このＬＥＤを導入することによりまして、先ほど、自治会の補助

金・交付金の削減ということで、防犯灯電気料金補助金についても１割カットさ

れておりますし、何よりも消費電力の低下によりまして電気料金の節約という

メリットもある。さらに、蛍光的な部分よりも、光の源と書いて光源と言います

けれども、光源力というのが蛍光に比べて７倍パワーがあるというメリットも

あります。したがいまして、自治会に対して、今、電気料金を１割ご負担いただ

いておりますけれども、そういう初期投資のコストはかかりますが、ここをしっ

かりと手当てしていくこと、全市内に展開をしていくことが、むしろ中長期的な

部分においてコスト削減につながるのではないかと思いますし、何よりも、お子



さん方の通学路の安全確保、防犯対策にも起因すると思います。初期投資の部分

でコストはかかりますけれども、ぜひ全市的な展開、例えば、５年なら５年、６

年なら６年、10年なら 10年、ここで取り組みをしていく、導入していくという

お考えがあるのか否かという部分であります。聞きたかったのだけれども、まだ

研究、検討しているという答弁にとどまりましたので、これ以上は聞きませんが、

ぜひ中長期的な目でご検討いただきたいと思います。 

 関連で、自治会に対する交付金・補助金削減による影響の部分を、より深く再

質問させていただきたいと思います。私は、今自治会が抱える課題、問題の本質

について、きょうは本市の見解をお伺いしました。これ、実は短期的な目線では

なくて、中長期的な目線で見たときに、やはり担い手をどうするのか、そしてコ

ミュニティーをよりよく豊かにしていくために、どういう人材を確保して、そし

て今相当なる事務のご負担をいただいている、これをいかに削減するのか、それ

ともしていただいている事務を軽減するのか、それともその分は財政でフォロ

ーするのか、やはりその二者択一しかないんだろうと。もっと言えば、392万円

削除されました。されど 392 万円であります。これだけの事業をしていただき

ながら、この１割カット、もちろん財政運営戦略上いたし方ないことは承知して

いますが、しかしこれはあまりにもカットし過ぎたのではないかと、この５年の

総括をそろそろすべきとき段階に来てるんではないかという思いを持ちまして、

きょうは質問させていただきました。 

 １番のポイントは、これだけの事業を自治会に担っていただきながら、財政的

なフォローをしないというのは、私はいかがなものかと思いますが、財政的なフ

ォローをこれからもしっかり確保するのか、それとも事務事業の見直しをして

合理化、スリム化を図っていくのか、このいずれかが必要かと思うのであります

けれども、このあたり本市としての見解をお聞かせいただけますか。 

 

◯片山 司市民環境部長 お答えいたします。 

 財政支援については先ほど答弁したとおりでございます。なお、自治会の業務

の削減については、まずは自治会本来の業務を含めた洗い出しを、自治会内で検

討していただきたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

◯矢野雄嗣副議長 再質問はありませんか。 

 

◯丹下大輔議員 議長。 

 

◯矢野雄嗣副議長 丹下大輔議員。 



 

◯丹下大輔議員 もう一度、これは再質問といいますか確認でありますけれど

も、答弁の確認として確認させてください。段階的に 392万円の補助金・交付金

を削減してきましたけれども、先ほどの答弁では平成 30年度をもって削減は終

了となるという答弁がありました。これは間違いございませんか。 

 

◯片山 司市民環境部長 お答え申し上げます。 

 先ほどの平成 30 年度をもって終了ということについては、平成 25 年度の事

務事業の見直しに伴う削減が、平成 30年度で終了ということになってございま

す。今後につきましては、先ほども答弁いたしましたけれども、社会情勢の変化

に伴い必要な活動を支援してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

◯矢野雄嗣副議長 再質問はありませんか。 

 

◯丹下大輔議員 議長。 

 

◯矢野雄嗣副議長 丹下大輔議員。 

 

◯丹下大輔議員 そこをしっかり確認しておきたかったと思います。つまり、段

階的に引き下げた。392万円を段階的に３回に分けて引き下げた。引き下げたの

は引き下げた、トータルとして削ったのは削ったので間違いありません。確かに

３回に分けて削ることによりまして、自治会の皆さん方の負担軽減を図るとい

う配慮をされたという形跡は理解しますけれども、削減したことは削減したと

いう事実であります。 

 しかし、一方で、私はきょう、この自治会が抱える課題の本質、また、事業の

見直しをしっかりと取り組むべきではないかということを質問させていただき

ましたところ、加入率の低下であったり、また、市長からの答弁もありましたが、

やはり防災・減災にしっかり取り組むためにも自治会の役割というのは非常に

大きいと。ところが先ほど申し上げたように、時代の要請というのはそれ以上の

ものを求める可能性もあると。そうしたときに、今の募金活動から始まって、広

報いまばりの配布も含めて、果たして、このままで、中長期的な視点で、自治会

組織の皆さん方が運営できるのだろうかという懸念もございます。 

 したがいまして、ここは協議していただきまして、例えば、アウトソーシング

して一部の事業については開放するとか、あるいはこの部分については行政が

担うでありますとか、これについては自治会にお願いする、そのかわり交付金・



補助金等でしっかりフォローしていく、そういう対応をぜひお願いしておきた

いと思います。そうでなくしては、やはり財政でフォローするか、事業を見直す

か、恐らくどちらかしか今の段階においては方向性はないと思いますので。これ

は答弁いただきたいんですけれども、削減した 392万円、今の事業の環境、それ

から５年間削り続けてきて、ボディーブローのように、実際には、先ほどの答弁

では削減された影響については意見等はいただいていないという答弁がありま

したけれども、私は全く違うことを聞いています。影響を受けているという声を

たくさんいただいています。見解がここは違うんでありますけれども、それにつ

いて、この 392 万円という補助金を削ってきたことについてどう総括して、財

政的なフォローをするとするならばそれを復活するという道筋がお考えにある

のかどうなのか、考えをお聞かせいただけますか。 

 

◯片山 司市民環境部長 お答えいたします。 

 先ほども答弁いたしましたけれども、自治会業務の中については、自治会内で、

本来の業務を含めて洗い出しを行い検討していただきたいと考えております。

その上でご要望等、意見等を出していただければと考えております。 

 以上でございます。 

 

◯矢野雄嗣副議長 再質問はありませんか。 

 

◯丹下大輔議員 議長。 

 

◯矢野雄嗣副議長 丹下大輔議員。 

 

◯丹下大輔議員 これ以上は質問いたしません。いずれにしても、ここで今すぐ

に事業の見直しをするのか、財政的フォローをするのか、またそれを復活するの

か、このあたりの結論と道筋を今ここで答弁してくれというのは、いささか困難

な話であると思います。ぜひこのことは、実際の事業と、今自治会の皆さん方が

担っていただいていることと、そしてこの５年間、削り続けてきた結果何が生じ

てきたのか、この課題をもう一遍洗い出していただきまして、実際に 865 の自

治会の皆さん方のご意見をいただきながら、ぜひこのことは真剣にご検討いた

だきたいと思います。 

 質問はいたしませんが、最後にこれだけ、市長、私の考えを少し言わせてくだ

さい。今、この自治会の補助金の削減というのは、事務事業の見直しが平成 25

年度から始まりまして、今年度で５年、６年経過しました。自治会の交付金のみ

ならず、例えば自治会におけるコミュニティー活動の観点からいえば、例えば老



人クラブの補助金も交付金も削られていると。大体１人当たり 1,000 円いただ

いていたのが、今 200 円減って 800 円になったでありますとか、いろいろなと

ころで交付金が削られてきた。事務事業の一律カットという影響が、市民生活に

ボディーブローのように私は出てきていると思うのです。この削られた分が、例

えば子供たちの冷暖房空調設備でありますとか、また学校の給食費の格差の是

正でありますとか、そういったところにどんどん子供たちに大胆な資源配分が

されて、実りをもって、削られた分がこうやって未来に投資されているんだと実

感ができるような資源配分がもし見られれば、多分この一律カットというもの

も、今の財政の観点からいっても我慢していただけるのだろうと思います。それ

が、この議場でもよくおっしゃっている小林虎三郎の「米百俵」の精神ではない

かと。つまり、削ることも大事、しかし、そのことを耐えていただくためのモチ

ベーションをどう維持していくか。とりわけ、そのダメージが一番大きいのは私

は自治会ではないかと思って、きょうはこの質問をあえてさせていただきまし

たし、この自治会の基盤がしっかりしていないことには、人口減少であったり転

出率の増大であったり、せっかく大学をつくって豊かな地域をつくっていこう

としても、この基盤となる自治会、コミュニティーが崩壊してしまったら、崩壊

のおそれがあってしまっては取り返しがつかないと。したがって、ここを強化す

ると同時に、先ほど申し上げたように、事業の見直しをするのか、財政でフォロ

ーするのか、そういう格好でしっかり守っていくということが、私は 20 年後、

30 年後、長期的に見て必要だと思うのです。だから、この質問をさせていただ

きました。27地区のコミュニティー活動が、しっかりと 27色の彩りあるコミュ

ニティー活動が展開されまして、この今治市の魅力がより発展的に広がること

を要望と提言をさせていただきまして、質問を終わりたいと思います。 

 長くなりましたが、以上でございます。 

 

 


